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経済学研究 50-1

北海道大学 2000.6

フランスの会計監査役の責任

蟹江 章

1 .はじめに

フランス監査制度における監査主体たる会計

監査役の資格は，法令に規定されている職務を

遂行するのにふさわしい能力，経験ならびに見

識をもった者にだけ与えられる。会計監査役は

法令によって独占的な地位を付与されているの

である。こうした措置がとられている背景に

は，監査制度によって株主や債権者をはじめと

する利害関係者の利益を保護するに当たって

は，その主体たる会計監査役の資質を厳格かっ

高水準に維持することが必要との認識があるも

のと思われる。一定の要件を満たした者だけに

職務遂行の資格を独占的に付与することによっ

てこれを実現しようとしていると理解できるの

である。このため，会計監査役の資格および称

号は法令によって厳重に保護されている。資格

を付与されていない者が会計監査役の職務を行

ったり，あるいは監査利用者を誤解させるよう

な称号を用いたりすれば，それは法的な処罰の

対象となるのである。

他方，資格を与えられた会計監査役の独占的

な地位は，それに見合った責任を引き受けるこ

とによって維持される。職業専門家である会計

監査役は法令に規定されている職務を行う。こ

のとき，職業基準および職業倫理規則にしたが

って職業専門家としての正当な注意が払われな

ければならない。これらに違反する行為は監査

の有効性と信頼性を損なうものであり，監査利

用者に対して重大な損害を及ぼす恐れがある。

それゆえ，職業基準または職業倫理規則に違反

する行為が認められ，それが専門職業の名誉と

信頼を損なうものであると判断されると，それ

を行った会計監査役は職業倫理上の責任を間わ

れることになる。

また，会計監査役の不適切な行為が被監査企

業または株主・債権者などの利害関係者に損害

を与えたならば，当該会計監査役は民事上の賠

償を求められるであろう。さらに，社会にとっ

て有害であると認められるような行為を行った

場合，会計監査役は刑事上の罰則を課せられる

ことになる。

このように，会計監査役は監査主体としての

独占的な地位と引き換えに，民事および刑事上

の法的責任を負っている。さらに，会計監査役

は職業倫理に基づく責任を負っていることか

ら，これに反する行為に対して職業組織による

懲戒処分を受ける。つまり，会計監査役は，民

事，刑事および職業倫理上の懲戒という三つの

重い責任を背負いながら監査制度の担い手とし

て職務に従事しているのである。

本稿では，フランスの会計監査役にかかわる

民事責任 (responsabilitecivile) ，刑事責任 (re-

sponsabilite penale)および懲戒責任 (responsa-

bilit己 disciplinaire)の問題を，それぞ、れ監査主

体としての会計監査役の資格にかかわるものと

会計監査役に与えられている様々な職務の実施

に起因するものとに分けて考察する。これによ

って，会計監査役の法的・職業倫理的責任がど

のように認定されいかなる形で追及されること

になるのかを明かにする。
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2.民事責任の論理と認定

(1)会計監査役の民事責任にかかわる基本論理

まず，本節で会計監査役が負う法的責任のう

ち民事責任について検討する。

会計監査役による監査制度の枠組みを規定し

ている商事会社法は，会計監査役の民事責任に

関して， I会計監査役は，その職務の遂行に際

して犯した重過失および軽過失に起因する損害

について被監査企業および第三者に対して責任

を負う」と規定している(第234条第 l項)1)。

会計監査役は，被監査企業の株主総会によっ

て選任されることを通じて職務に従事すること

になる。しかしながら，会計監査役監査の存在

意義は単に株主の利益を保護することにとどま

らず，一般に公表される会計情報の監査を通じ

て広く社会全体の利益保護にまで及ぶものと考

えられている。そうであるならば，会計監査役

の役割は被監査企業の枠を超えたより広い視野

の中で捉えられなければならないであろう。

また，会計監査役の職務は被監査企業との契

約によって任意に設定されるのではなく，商事

会社法その他の関係法令によって規定される法

定職務として理解されるべきである。会計監査

役の職務をこのように理解すると，民事責任は

被監査企業との契約で定められた事項ではな

く，法令によって規定されている義務の不履行

に起因して発生するということがわかる。法定

されている職務を誠実に遂行しなかったことで

損害を発生させた場合には，これを賠償する責

1)商事会社法の条文中に用いた「重過失」および「軽

過失」なる訳語は，それぞれ“faute"と“negligence"

に当てたものである。そもそもいずれの語も「過失」

を意味するものであるが，条文が敢えて両者を併記

していることに鑑みてこれらの訳語を当てた。な

お，単純な不注意による過失(simple negligence) 

に対して“faute"は意図的(intentionnelle)であると

する解釈がある (CNCC[1995](b)p.2.)ことをも考慮

した。

任を課せられることになるのである。

会計監査役の職務遂行に際しての具体的な手

続については，職業基準たる監査基準によって

規定されている。これを遵守して職務を行うこ

とが職業倫理規則によって明示的に要請されて

いる。監査基準は，社会的な合意の下で会計監

査役による職務の品質を一定以上の水準に維持

する役割を果たすものである。別の見方をすれ

ば，それは職務の遂行に当たって善良で慎重な

職業専門家に通常求められる正当な注意 (dili-

gence) の水準を示すものということができる

のである。したがって，監査基準が道守されて

いないということは，すなわち職業専門家とし

ての正当な注意が払われていないということを

意味するのである。会計監査役の民事責任の認

定には，このように監査基準の遵守状況，換言

すれば職業専門家としての正当な注意が払われ

ていたかどうかが深くかかわっていると理解で

きるのである (MONEGERet GRANIER[1995] 

p.137)。
会計監査役が民事責任を間われるのは，職務

遂行に関連して過失を犯しそれによって被監査

企業または第三者に損害を与えた場合である。

では，どのような事項が会計監査役に民事責任

をもたらす過失なのだろうか。そして，それは

いかなる論理で認定されるのであろうか。次に

これらの点について検討する。

(2)過失の意義と認定

①手段債務に基づく過失とその認定

理論的には，会計監査役は自分自身で犯した

過失についてのみ責任を負うにすぎない。しか

しながら，業務の一部を他者に委託している場

合には，受託者が犯した過失についても委託者

たる会計監査役が自らの過失を構成するものと

して責任を引き受けることになる (Jbid.，pp.140 

-141.)。

上述のように，会計監査役は，法令によって

規定されている職務を適法にそしてまた監査基
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準および職業倫理規則にしたがって適切に実施

する義務を負っている。もし会計監査役が法令

や監査基準などによって課せられている義務を

果たさなければ，そこから重大な過失が生じる

ことになる。

民法上の債務には，債務者が特定の結果につ

いて義務を負わない債務と義務を負う債務とが

ある。前者は手段債務 (obligation de moy-

ens) ，後者は結果債務 (obligationde resultat) 

と呼ばれている。手段債務の債務者は，なすべ

きあらゆる手段を行使する義務を負うがその結

果について保証を行うものではない。これに対

して，結果債務の場合には債務者は約束した結

果を達成する義務を負うことになる。債権者の

立場からは，手段債務の債務者の責任を問うた

めにはなすべきあらゆる手段が行使されなかっ

たことを証明する必要がある。これに対して，

結果債務のケースでは債務者の過失を証明する

必要はなく，約束された結果が達成されなかっ

たことを証明すれば足りることになる(中村他

[l998]p.207)。
会計監査役には職務の継続性 (permanence

de la rnission)が保証されている。それは，会

計期間中のいつでも職務権限を行使して必要な

検証を行うことができるという意味である。会

計監査役は，被監査企業が行う取引の会計処理

のすべてを継続的に監視し続けるわけではな

い。会計監査役の監査は通常試査 (sondage)

によって実施され，その範囲内で入手した証拠

に基づいて職業専門家としての合理的な判断を

下すことになる。このとき，会計監査役は，監

査基準等によって示される指針にしたがって職

業専門家としての正当な注意を払いながら合理

的な判断の基礎を形成するに足るあらゆる手続

を実施することを義務づけられている。こうし

た意味において，会計監査役が通常の監査職務

に関して手段債務を負うものであることは明ら

かであり，監査の結果について何らかの保証を

なす義務を課せられているわけで、はないのであ

る。

会計監査役が監査職務に関して手段債務を負

うに過ぎないとすれば，その過失責任を追及し

ようとする者は自らこれを証明しなければなら

ないことになる。したがって，それが不可能で

あれば，すなわち会計監査役が職業専門家とし

ての正当な注意を払って監査を実施しなかった

ことを立証できなければ，当該会計監査役の民

事責任を問うことはできないということになる

のである (CNCC[1995](b)p心。

学説および裁判所の判例を分析すると，これ

まで会計監査役は手段債務を負うに過ぎないと

する立場がとられてきたことがわかる (Jbid.， 

p.6.)。

②結果債務に基づく過失とその認定

会計監査役は監査の結果について絶対的な保

証をするものではなく，法令や監査基準などに

したがって正当な注意を払いながら適法かっ適

切に職務を遂行する責任を負うに過ぎない。い

わゆる手段債務の概念を会計監査役の職務に適

用するという考え方が，現代の監査理論にも適

合することは容易に理解できょう。とくに，い

わゆる情報監査としての計算書類の監査に関し

ては，会計監査役に対して結果債務を課すこと

は難しいであろう。

情報監査においては，会計監査役は，被監査

企業が作成した計算書類によって提供される情

報が経営内容を適切に反映するものであること

を計算書類の作成基準等に照らして判断する。

会計監査役は作成基準への準拠性に関する判断

のみならずその適用の妥当性に関する判断を求

められているとはいえ，会計処理手続の複数性

を前提にすれば会計処理の最終的な結果として

の計算書類について絶対的な保証を行うのは不

可能なことである。会計監査役がなし得るの

は，職業専門家としての正当な注意を払いなが

ら必要なあらゆる手続を実施して形成した心証

を「監査意見」という形で表現することに過ぎ

ないと考えるべきであろう。このように，会計

監査役の職務とくに情報監査としての計算書類
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の監査については，手段債務のみを負うものと

する理解が妥当で、あるように思われる O

ところが，会計監査役はそれ以外にも様々な

職務を与えられている。その中には，一定の結

果を保証することを義務づけられているものも

あると解釈されている。つまり，会計監査役は

結果債務を負うこともあると考えられているの

である 2)。例えば，会計監査役は次のような職

務について結果債務を負うことになる

(MON恥 ERet GRANIER， op.cit.， p.144.)。
④最も多くの報酬を得ている者数人に支払わ

れた報酬総額の正確性の証明

@会社と経営者の間で取り交わされた法によ

って規制されている取引に関する報告書の

作成

①保証株に関する規則適用の検証

③定款変更の適法性の調査

①経営者が義務を怠っている場合の取締役会

および株主総会の招集

①基準違反，誤謬または違法行為を発見した

場合，あるいは計算書類の表示ないし評価

方法の変更を認識した場合の取締役会およ

び株主総会への報告

これらの職務に際しては，会計監査役は自ら

形成した心証の表現を求められているのではな

く，正確性や適法性という事実を確かめること

あるいは法が定める行為の実行を要請されてい

るのである。こうした職務の多くは，いわゆる

実態監査として理解されるものである。上の例

では， 0の株主総会の招集以外はすべて実態監
査としての性格をもつように思われる。

情報監査の場合とは異なり，実態監査におい

ては会計監査役が自らの心証を形成してそれを

監査意見として表現するのではなく，特定の事

実を指摘するという形での結果の伝達が行われ

る。監査の利用者においても，会計監査役によ

2 )その他，手段債務と結果債務の両方を伴なう場合も

あるとされているが(J.MON孟GERet T.GRANIER 

[1995]pp.144-145) ，ここでは詳しい議論は省略す

る。

って例えば違法行為や重大な誤りといった特定

の事実が指摘されることを期待しているものと

思われる。

このため，例えば実態監査として報酬総額が

不正確であるという事実を確認し損なえば，そ

れは法によって期待されている結果を得ること

ができなかったことを意味する。また，法によ

って要請されている株主総会の招集(商事会社

法第158条)を行わなければ，会計監査役は自

らに課せられた義務を果たさなかったことにな

る。このとき，会計監査役は，期待された結果

を導くことができなかったという理由でその責

任を問われることになるのである。

(3)会計監査役としての資格等にかかわる過失

責任

会計監査役として選任され職務を行うことが

できるのは，そのために用意された「名簿」に

登録されている者に限られる。各企業は「名簿J
に登録されている候補者の中から会計監査役の

選任を行うことになるが，その際，会計監査役

の外見的独立性の確保を図って商事会社法が規

定する欠格事由が考慮されなければならない。

とくに，会計監査役と個々の企業との聞に存在

する関係を規制する特殊欠格事由が重要であ

り，これに該当する者を会計監査役として選任

することはできない。

商事会社法によれば，これらの規定に反して

選任された会計監査役の下で行われた株主総会

の議決は無効であるとされている(第222条)。

これによって何らかの損害が生じた場合，もし

会計監査役が当該企業に会計監査役として選任

される資格がないことを承知の上で自分を選任

させていたならば，当該会計監査役はそれを賠

償する責任を負うことになる (CNCC，op.cit.， 

p.7.) 3)。

3 )もっとも，この問題で損害賠償請求がなされるケー

スは稀であるとされている。というのは，仮に何ら
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(4)職務の実施にかかわる過失責任

会計監査役の職務には，情報監査および実態

監査としての監査職務，監査職務ではないがそ

の延長線上に位置づけられるいくつかの職務，

さらにはその他の特別な職務がある。会計監査

役は，こうした職務を実施するに当たって法令

や監査基準などにしたがわなければならない。

もし会計監査役が法令または監査基準などに違

反して職業専門家としての正当な注意を払わな

かったならば，そこに会計監査役の過失責任が

生じることになる (Ibidρ.8)。

ここでは，会計監査役の職務のうち監査職務

とそれに付随して実施されるその他の職務にか

かわる過失責任を取り上げて検討する。

①監査職務にかかわる過失責任

i )計算書類の監査

会計監査役の最も基本的な職務は計算書類の

監査である。計算書類の監査にかかわる具体的

な手続や方法は監査基準によって定められてお

り，これによって会計監査役が達成すべき監査

の品質水準が明らかにされている。また，監査

基準は会計監査役の役割や責任の範囲といった

監査職務実施の前提となる事項を示すことによ

って，これらの点に関する監査関係者間の合意

を形成する重要な手段であると考えられてい

る。会計監査役の責任はこの合意に基づいて監

査基準の枠内において議論されることになる。

計算書類の監査に伴なう会計監査役の責任

は，監査基準によって定められている手続等を

職業専門家としての正当な注意を払いながら適

切に実施したか否かによって判断されることに

なる。すなわち，正当な注意を払っていれば発

かの損害が生じたとしても，それが違法な状態にあ
った会計監査役によって引き起こされたものである
ことを証明する責任は請求者の側にあるし，また適
法に選任された会計監査役の下で無効とされた議決
を治癒することができる(商事会社法第222条)と
されているからである (CNCC，op.cit・ふ7.)。

見され得たであろう法令・基準違反を発見でき

なかった場合にのみ，会計監査役の過失責任が

問われることになるのである (Ibid.ふ8)。

情報監査としての計算書類の監査は，通常試

査によって実施される。試査の範囲は，内部統

制の整備・運用状況や監査対象項目の相対的重

要性・危険性等を考慮して慎重に決定されるべ

きものである (CNCC[1991]pp.27-30)。その上

で，試査に基づいて監査が行われている場合に

は，監査人がより踏み込んだ、調査の実施が必要

とされるような法令・基準違反の存在を見抜く

ことカ宝できなかったとしても，そのことによっ

て会計監査役の責任を問うことはできないとの

判断が示されている (CNCC[1995](b)p却。試

査の範囲が監査基準等にしたがって適切に決定

されており，その範囲内で正当な注意を払って

監査手続が実施されていれば会計監査役は過失

責任を免れることができるのである。

ii)監査意見の表明

会計監査役は，監査手続を実施して収集した

監査証拠を評価することによって得た結論を監

査意見という形で監査利用者に伝達する。すな

わち，計算書類が法令・基準準拠性および規定

適用の妥当性の要請を満たしており，被監査企

業の財産，財務状態および成果についての真実

かっ公正な概観 (image耐とle)を提供するもの

であることを証明するのである(商事会社法第

228条)。

会計監査役が法令等に準拠せずに作成されて

いるかまたは真実かっ公正な概観を提供してい

ない計算書類に対して無限定意見を表明するこ

とがあれば，監査済みの計算書類を利用して意

思決定を行う株主や債権者などに重大な損害を

与える恐れがある。実際に損害が発生した場合

には，誤った (e汀one)監査意見を表明した会

計監査役は過失責任を問われ，株主等が被った

損害の賠償を求められることになる 4)。

4)例えば，貸借対照表の虚偽性(c紅act色remensonger) 
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ただし，会計監査役は情報監査の枠内におけ

る監査意見表明については，いわゆる手段債務

を負っているに過ぎない。したがって，仮に誤

った監査意見によって株主等が損害を被ったと

しても，そうした監査意見が監査基準によって

実施すべきであるとされる手続を行わなかった

ことに起因していなければ，会計監査役の過失

責任を問うことは難しい。逆にいえば，会計監

査役は監査基準等にしたがって職業専門家とし

ての正当な注意を払って行われた監査の結果と

し監査意見を表明していれば，結果的にそれが

誤ったものであったとしてもそれによって直ち

に過失責任を関われるものではないと考えられ

ているのである (Jbid.，p.ll)。

iii )実態監査

情報監査としての計算書類の監査結果である

監査意見は一般監査報告書 (rapportgeneral) 

によって伝達される。一方，会計監査役が実施

する実態監査の結果の一部は，特別報告書

(rapport special) によって別個に報告されるこ

とになっている。とくに，商事会社法によれば，

例えば株式会社において会社と取締役等との聞

で行われる取ヲI(convention)は事前に取締役

会の承認を得ることを義務づけられており(第

101条第1項)，承認された取引は会計監査役に

通知されなければならない(第103条第2項)

とされている。会計監査役はこれに基づいて特

別報告書を作成し，法によって規制されている

取引がなされたことを株主総会に報告するので

ある(同第3項)。

商事会社法が会社と取締役等との取引をとく

に規制しているのは，それが株主や債権者の利

益を損なう恐れがあることに配慮しているため

と思われる。こうした重要な意味をもっ事実に

ついての通知を受けたにもかかわらず必要な調

および増資に対する払い込み(Iib仕組ond'une aug-
mentation)がないことを知りながら，株主に計算書
類の承認を提案した会計監査役が過失責任を関われ

たというケースが指摘されている (Jbid.，p.l0)。

査を実施しないかあるいは特別報告書を作成し

なかった場合には，監査基準に照らしでも会計

監査役は重大な過失を犯したものとしてその責

任を免れ得ないであろう。

ただし，監査基準によれば，会計監査役は通

知を受けたかまたは職務の過程で発見した取引

について必要な検証を行って特別報告書を作成

すればよく，その他の取引を発見するための調

査を行う必要はないとされている(~ 2141)。こ

れにしたがえば，通知を受けていないものや正

当な注意を払って実施された監査職務の過程で

発見されなかったものについては，たとえ特別

報告書が作成されなくても会計監査役の過失責

任が問われることにはならないと解すべきであ

ろう。

②その他の職務にかかわる過失責任

ここでは，取締役会および株主総会に対する

法令・基準違反および誤謬の報告という職務，

共和国検事に対する違法行為の告発 (revelation

de faits delictueux)ならびに警告手続 (proce-

dure d'alerte)にかかわる過失責任について検

討する。

i )法令・基準違反および誤謬の報告

商事会社法によれば，会計監査役は，その監査

職務を遂行する過程で発見した法令・基準違反

および誤謬を取締役会および直近の株主総会に

報告しなければならない(第230条，第233条第 1

項)。この義務を怠りこれによって被監査企業ま

たは株主に損害を与えれば，会計監査役はその

損害を賠償しなければならない (Jbid.ふ 14)。

ここで注意すべきことは，会計監査役は法令

・基準違反や誤謬の発見を義務づけられている

わけではないという点である。商事会社法によ

って課せられている義務は，監査基準等に準拠

して正当な注意を払いながら実施された監査職

務の枠内で発見されたものを取締役会および株

主総会に報告するということである。したがっ

て，実施された監査職務自体に液痕がなけれ
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ば，違反や誤謬を発見できなかったこと自体に

ついて過失責任を問われないのはいうまでもな

い。責任が間われるのは，あくまでも発見した

事実を報告しなかったということについてであ

るという点に留意しなければならない。

ii)違法行為の告発

会計監査役は商事会社法によって被監査企業

における違法行為を共和国検事に告発するとい

う特殊な義務を課せられている(第233条第2

項)。監査基準によれば，告発の対象となる違

法行為とは商事会社法に規定されている違反ま

たは計算書類に影響を与えるその他の法令に規

定されている違反であり，重要かっ故意による

ものであるとされている(9351)。

会計監査役の民事責任との関連で指摘してお

かなければならないのは，それが会計監査役に

とって法律上の義務であるという事実である。

つまり，もし告発の対象となる違法行為を発見

しながらこれを告発しなければ，会計監査役は

法律上の義務を履行しなかったことになるので

ある。そしてそこから損害が生じることになれ

ば，それは会計監査役にとって民事責任を問わ

れる過失となるのである(Ibid.ι14，

MON島ERet GRANIER，op.cit品 151)。

iii)警告手続

1984年に行われた商事会社法の改正によっ

て，会計監査役は被監査企業の経営難 (diffi-

culte)を予防するいわゆる警告手続という重大

な職務を与えられることになった 5)。

商事会社法によれば，会計監査役は監査職務

を実施する過程で被監査企業の経営の継続性を

損なう恐れのある事実を発見したときには，こ

れを取締役社長に伝えるものとされている(第

230-1条第1項)。これによって警告手続が開

5)警告手続に関する商事会社法の規定は1994年に再度
改正されているが，手続自体に本質的な変更はな

し、。

始される。

会計監査役は，どのような場合に警告手続を

開始すべきかという重大かつ困難な問題に直面

することになる。この点については，職業組織

が参考となる事項を示している (CNCC[1995]

(a) pp. 100-101)。しかしながら，複雑な企業活

動を考えると，警告手続を適時に開始するため

に会計監査役は監査職務の実施に際して細心の

注意を払うよう要求されることになる。

その上で，もし会計監査役が適時に警告手続

を開始しなかったならば，そのことによって損

害を被った者に対して責任を負うことになる。

ただし，警告手続は，実態監査的な性格をもつ

があくまでも情報監査としての計算書類の監査

の延長線上に位置づけられる特殊な職務であ

る。それゆえ，会計監査役が警告手続について

負うのは，情報監査と同じ手段債務に過ぎない

との解釈がなされている。つまり，警告手続の

開始に至る過程で職業専門家としての正当な注

意が払われていたかどうかが問われるのであ

る。この点を明らかにして警告手続の実施にか

かわる会計監査役の過失を立証する責任は，損

害賠償の請求者の側にあると考えられているの

である (CNCC[1995](b)p.15)。

このように，警告手続にかかわる会計監査役

の過失責任についても，職業専門家としての正

当な注意を払って職務が行われたかどうかに照

らして認定されることになる。とくに，警告手

続の開始につながる経営の継続性にかかわる評

価の適否が問題となろう。つまり，正当な注意

を欠いたことによりこの評価が明らかに誤った

ものであったということが証明された場合に

は，会計監査役の過失が認められることになる

のである。会計監査役は警告手続の実施につい

て結果債務を負うものではないから，警告手続

の開始に至る過程で実施すべきすべての手続を

誠実に行っていれば，たとえ開始時期が適時性

を欠いていたとしても直ちにその過失責任を問

われることはない。むしろ，手段債務自体は誠

実に履行されたとの判断によって，会計監査役
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は過失責任を免れることになると考えられるの

である。

(5)民事責任と民事責任保険

以上の考察から，会計監査役の民事責任は職

業専門家としての正当な注意を払って必要なあ

らゆる手続を実施したかどうかに照らして判断

されるということがわかる。このとき，監査手

続を具体的に規定し，監査の品質水準に関する

社会的合意形成の手段として期待されている監

査基準が極めて重要な存在として浮かぴ上がっ

てきた。監査基準にしたがって職務が実施され

たか否かが会計監査役の民事責任の有無を決定

するということができるのである。

会計監査役は，一部の職務を除いて原則とし

て手段債務を負いながら法定された職務を遂行

している。したがって，民事上の損害賠償請求

に当たっては，請求者の側が会計監査役の過失

に起因する損害を立証しなければならない。そ

して，その損害は確実かつ直接的なものであり，

何らかの既得権 (droitacquis)を侵害するもの

でなければならないとされている (Ibid.心23)。

また，会計監査役の民事責任を問うためには，

会計監査役の過失と損害との因果関係 (cau】

salite)が立証されなければならないのである

(Jbid品 24)。
このように，会計監査役の民事責任を聞い損

害の賠償を得るためには，請求者の側にかなり

重い負担が課せられている。しかしながら，

COURET[1992]が指摘するように，会計監査役

の職務が計算書類の監査という枠を越えて様々

な領域に拡大し，また社会的利益の保護という

視点が加わるようになると，必然的に会計監査

役の責任の範囲にも重大な影響が及ぶようにな

る。近年，会計監査役の責任問題は刑事から民

事に移っており，その責任も重くなる傾向にあ

る。損害賠償の額についても，アメリカやイギ

リスほどではないにしろ徐々に増えつつあると

いわれている (pp.7-9)。

民事責任が認定されると，会計監査役は過失

によって生じた損害を賠償しなければならな

い。職務の性質に鑑み，一旦過失が認定される

と会計監査役は被監査企業や株主に対してその

支払能力を超える賠償責任を負うことがあり得

る。このとき，会計監査役が支払いに応じられ

なければ被害者が救済されないことになる。ま

た，社会に会計監査役という専門職業に対する

不信感を醸成する恐れもあろう。

こうした事態を未然に防ぐために， 1969年大

統領令は，すべての会計監査役に対して会計監

査役協会の会員になるために民事責任を保障す

る保険への加入を義務づけている(第84条)。

CARLAC[1993]によれば，会計監査役の民事

責任保険 (assuranceresponsabili低 civilepro-

fessionnelle)は，会計監査役が職務を遂行する

ことによって犯した過失を保障するものであ

る。会計監査役として職務に従事するに際して

は，必ずそして自動的に保険契約を交わさなけ

ればならない。この保険は民事責任の認定にと

もなって発生する金銭的な賠償責任を保障する

ものであるが，各会計監査役があらかじめ申告

した活動の範囲内における過失だけが保障の対

象となる。したがって，会計監査役という職業

と関係のない活動(例えば専門会計士としての

活動)ないし禁じられている活動に起因する損

害については保障の対象から除かれる (pp.81

84)。

民事責任保険については，会計監査役の賠償

能力を補い被害者を保護することに本質的な意

義を見出すべきである。保険に加入しているこ

とが会計監査役にとって免罪符にならないこと

はいうまでもない。会計監査役は，何よりもまず

民事責任の対象となるような過失を犯さないよ

うに，職業専門家として正当な注意を払って誠

実に職務を遂行しなければならないのである。

3.刑事責任の論理と認定

刑法は，社会にとって有害で、あると考えられ
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る人間の行動を規制する。会計監査役も他のす

べての個人と同様この論理にしたがわなければ

ならず，もし違法行為を犯せば刑事罰を受ける

ことになる (CNCC[1996](a)p.l)。

本節では，まず会計監査役にかかわる刑事責

任の論理について概観する。その上で，それが

どのような事実に基づいて認定されるのかにつ

いて，民事責任の場合と同様会計監査役の資格

にかかわるものと職務に関係するものとに分け

て検討する。

(1)会計監査役の刑事責任にかかわる基本論理

会計監査役は，普通法 (droit cornmun)上の

違法行為の正犯 (auteur)または共犯 (com-

plice)として刑事責任を追及される可能性があ

る (MON邑GERet GRANIER，op.cit.，p.171)。

正犯とは，刑法によって違法行為とされる行

為を自ら進んで実際にそして故意に行ったかま

たは行おうとしたすべての者，あるいは場合に

よっては法にしたがって行うべき行為を行わな

かった者をいう (CNCC[1996](a) p.6)。

例えば，商事会社法の規定(第233条第3項)

に反して職務上知り得た情報を第三者に漏らし

た会計監査役は，守秘義務違反の正犯として処

罰される (Ibid.，p.7)。他方，職務遂行の過程で

発見した違法行為を共和国検事に告発しなかっ

た会計監査役は，法律によって実施すべきとさ

れている行為(同条第2項)を行わなかったこ

とにより正犯として刑事罰を課されることにな

る(第457条)。

これに対して共犯とは，正犯または共同正犯

(coauteur)として追及される者の違法行為への

助力または援護による従属的な参加の特殊形態

である。刑法典 (Code pena1)によれば，犯罪

または違法行為の準備または実行を助力または

援護によって悪意で容易ならしめた者は当該犯

罪または違法行為の共犯であり，また贈与，約

束，脅迫，命令，権力または権限の濫用によっ

て違法行為をさせたかまたは違法行為を犯すよ

う指示を与えた者も共犯であるとされている

(第121-7条)。これを適用すると，態度，行

為または無為によって違法行為の実行を可能に

した会計監査役は，当該違法行為の共犯とみな

されることになる (Ibid.，p.8)。

刑法には，犯罪に対する処罰 (punition)と犯

罪予防 (prevention)というこつの目的がある。

処罰は犯罪行為によって生じた損害に対する社

会的補償手段である。他方，刑罰 (peine)を法

で定めることには犯罪行為の抑止という狙いが

ある (Ibid.，p.26)。

刑法上の主刑 (peines principa1es)には重罪

の刑罰 (peinescriminelles)，軽罪の刑罰 (peines

correctionnelles)ならびに違警罪の刑罰 (peines

de police)の三つがある 6)。刑法においては罪

刑法定主義 (principe de lega1ite)がとられて

いるため，例えば会計監査役が刑事責任を間わ

れこうした刑罰を課せられるのは，その行動が

刑法上の犯罪類型(incrimination)に厳密に対

応している場合に限られる (MON並GERet 

GRANIER，op.cit.，p.171)。この点は， r職業専門
家としての正当な注意」という抽象的な概念が

認定の基準となっている民事責任との本質的な

違いであるように思われる。

(2)会計監査役の資格にかかわる違法行為と刑

事責任

商事会社法は， rそのために作成された名簿

6)中村他[1998]によれば以下のように説明される。ま

ず主刑とは，立法者が犯罪類型に対して必要的に付

す制裁をいう。重罪の刑罰には，苦痛を与え名誉を

損なう刑罰(無期・有期懲役，有期禁固)と単に名

誉を損なう刑罰(追放，公民権剥奪)とがある。軽

罪の刑罰には，二ヵ月を超える拘禁刑， 12，000フラ
ンを超える罰金および短期拘禁刑の代替(例えば，

運転免許の停止)がある。違警罪の刑罰には，三ヵ

月以下の拘禁刑， 12，000フラン以下の罰金，一定の
押収物の没収および短期拘禁刑の代替がある。その

他，付加刑(peines accessoires)や補充刑(peines
complementaires)などの刑罰がある (p.220)。
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にあらかじめ登録されていなければ，何人も会

計監査役の職務を行うことはできないJ(第219
条第1項)と規定している。この規定に反して

会計監査役の職務を行った者は 1ヵ月以下の

禁固および5，000フラン以下の罰金またはその

いずれか一方に処せられる (1969年大統領令第

85条)。

「名簿」登録制度は，一つの側面として明確

かつ厳格に定められた資格要件に照らして会計

監査役としての職務遂行に必要な能力を備える

者を選別するという役割をもっている。これに

よって監査の有効性と信頼性の確保を図ってい

るのである。もし「名簿jに登録されていない

者が能力に関する裏づけなしに職務を行えば，

不適切な監査によって利用者に損害を与える恐

れがある。また，そのことが監査および会計監

査役に対する信頼を損なうことにもなりかねな

しミ。

上記の罰則規定は違法な職務の実施を抑止す

ることで監査の有効性を確保し，監査利用者の

利益を保護しようとするものである。その一方

で，会計監査役という専門職業自体の名誉を保

護するという側面をもつものと理解できる。こ

の罰則は会計監査役の資格を認められていない

ことを理由に課せられるのであるから，対象と

なるのは会計監査役ではない。つまり，これは

会計監査役の刑事責任の問題というよりは，む

しろ会計監査役に与えられている職務遂行の独

占権 (monopole)の保護にかかわる問題である

ということができるのである。

同様の見地から会計監査役の称号 (ti仕e)も

法的な保護の下にある。「名簿」に登録されて

いないにもかかわらず会計監査役の称号または

誤解を与えるような称号を使用した者は，上と

同じ罰則を課せられることになっている(同第

86条)。

このように，会計監査役の資格にかかわる違

法行為は会計監査役自身にかかわるものではな

く，資格を得ていない者による違法な職務の実

施や称号の詐称という形で犯されるものであ

る。したがって，こうした違法行為の処罰ない

し抑止は，適格性を認められた会計監査役の職

業的独占権の保護を通じて監査の有効性と信頼

性を確保し，もって監査利用者の利益保護を図

るものであると解釈できるのである O

(3)職務の実施にかかわる違法行為と刑事責任

職務実施に関連して会計監査役が刑事責任の

対象となり得るケースとしては， (a)欠格事由

違反， (b)虚偽情報の提供・追認や守秘義務違

反など会計監査役に対する信頼を損なう事項，

ならびに(c)違法行為の告発義務違反をあげる

ことができる。これらのうちの前二者は，文字

通り違法な行為に対する責任追及である。これ

に対してい)は，法によって要求されている行

為の非実行に起因して会計監査役が刑事責任を

問われるケースである。以下，これらのケース

について検討する。

①欠格事由違反

商事会社法は，会計監査役の独立性とりわけ

外見的独立性を確保するために欠格事由を定め

ている。その上で， I個人としてまたは会計監

査役会社の社員として、法定欠格事由を遵守せず

これを承知で会計監査役の職務を引き受け実施

しまたは継続した者は， 6ヵ月の禁固および6

万フランの罰金またはそのいずれか一方に処

すJ(第456条)と規定し，欠格事由違反が刑事
罰の対象となることを明示している。

商事会社法が定める欠格事由には，職業専門

家として会計監査役の職に就くこと自体の適格

性を問題とする一般欠格事由(第219-3条)と，

特定の企業において会計監査役として選任され

職務を実施することの適格性を問う特殊欠格事

由がある(第220条)。上記の罰則規定は，これら

のいずれにも適用される (CNCC[1996](a) 

p必)。

職務の受諾に当たって欠格事由に該当するこ

とを承知していたというケースについては敢え
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て説明の必要はないであろう。ただし，選任時

には該当事項が存在しなくても，任期中に欠格

事由に当たる状況が発生することも考えられ

る。この場合には，もはや当該企業において会

計監査役の職務を継続することはできないので

あるから，直ちに辞任しなければ上記罰則規定

に該当することになる。また，企業の経営者が

欠格事由に該当する候補者を承知の上で会計監

査役に選任させた場合には，当該経営者は欠格

事由違反の共犯として処罰される可能性がある

と考えられる (MONEGER et GRANIER，op. 

cit.，p.177)。

なお，欠格事由違反が成立するための具体的

要件 (element materiel)として，第一に会計監

査役が欠格事由に該当する状況にあるかまたは

あったことが証明されなければならない。そし

て第二に，当該会計監査役が実際に会計監査役

の職務を受諾，実施または継続したことが必要

である (CNCC[1996](a) pp.49-50)。

また，精神的要件(己lement moral)として，

欠格事由に関する法律に違反しようという意思

が証明されなければならない。この場合に問わ

れるのは単なる悪意 (mauvaisefoi)であり，欠

格事由にかかわる規定に違反していることに関

する違反者の認識 (connaissance)が立証され

ればよいとされている (Ibid.，pp.50-51)。

会計監査役の外見的独立性を支える欠格事由

違反が刑事罰の対象とされていることは，監査

および会計監査役に対する社会の信頼を守ると

いう立法者の確固たる意思を表しているように

思われる。実際，会計監査役の独立性の確保は

監査制度の根幹にかかわる極めて重要な事項で

ある。それゆえ，一方で独立性を損なう行為に

対して厳正な制裁を課すことで欠格事由の遵守

を担保し，他方でこうした行為を抑止すること

によって会計監査役監査に対する社会の信頼を

維持することが必要である。こうした措置によ

ってこそ監査結果が社会的に受容されるものと

なるのである。

②会計監査役に対する信頼を損なう違法行為

会計監査役は，被監査企業が提供する情報が

法令・基準に準拠して作成されており経営内容

についての真実かっ公正な概観を提供するもの

であることを証明する。また，企業の経営活動

にかかわる様々な事項について，その適法性を

検証し意見を述べるという役割を与えられてい

る。こうした立場にある会計監査役が虚偽情報

(information mensongとre)を提供したり，ある

いはそれを追認するようなことがあってはなら

ない。

会計監査役は，その職務の性格上，被監査企

業の機密に関わるような事項を知り得る立場に

ある。また，職務の有効な実施にとってはそう

した事項への接近がある程度保障されていなけ

ればならない。もし会計監査役が職務上知り得

た事項を他に漏らすようなことがあれば，被監

査企業は会計監査役に不信感を抱き秘密事項へ

の接近を制限するに違いない。そうなれば職務

の有効な実施に致命的な影響が及び，また会計

監査役に対する社会的な信頼喪失に発展する恐

れもある。

虚偽情報の提供・追認ないし守秘義務違反と

いった違法行為は，監査制度の根幹を揺るがす

ような極めて重大な問題である。以下でこれら

の違法行為にかかわる会計監査役の刑事責任に

ついて検討し，会計監査役に対する信頼がいか

にして守られているのかを明らかにする。

i )虚偽情報の提供・追認

商事会社法は， I個人の名前でまたは会計監

査役会社の社員として，承知の上で被監査企業

の状況についての虚偽の情報を提供したかまた

は追認したすべての会計監査役を 5年以下の禁

固および120，000フラン以下の罰金またはその

いずれか一方に処すJ(第457条第1項)と規定
している。

会計監査役の最も基本的な職務は，被監査企

業の経営者によって作成された計算書類の監査

である。計算書類が虚偽情報を含んで、いるにも
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かかわらず会計監査役がこれに対して無限定意

見を表明した場合には，虚偽情報の追認という

問題が発生する可能性がある。計算書類に含ま

れる虚偽情報にかかわる責任自体は経営者に帰

せられるべきものである。しかし，虚偽である

ことを承知の上でそれを証明すれば，会計監査

役は自らの職務にかかわる違法行為について刑

事責任を追及されることになるのである。

一方，会計監査役は，計算書類の監査以外の

職務において被監査企業についての情報を提供

しなければならない場合がある。このとき，会

計監査役が自ら虚偽の情報を提供するようなこ

とがあればそれもまた刑事罰の対象となる。

ただし，虚偽情報の提供またはその追認とい

う会計監査役の違法行為が成立するためには，

それを構成する具体的および精神的要件の存在

が立証されなければならない (MONEGERet 

GRANIER，op.cit.，p.179)。

@具体的要件

会計監査役による違法行為が成立するために

は，虚偽情報の具体的な伝達または報告が立証

されなければならない。会計監査役が、提供また

は追認する情報の内容は必ずしも会計情報に限

定されていない。このため，会計監査役の監査

報告書において経営者が作成した虚偽の会計情

報の証明がなされている場合だけでなく，実態

監査の結果を伝達する手段としての特別報告書

に会計情報以外の虚偽情報が記載されているよ

うな場合にもこの要件が立証されることになろ

う(Jbid.，p.180)。また，積極的に虚偽情報を証

明していなくても，承知の上でそれを黙認した

り摘発を回避したりすれば，そうした行為に対

して虚偽情報の証明と同様に刑事責任が問題に

なる (Jbid.ふ181)。

刑法上処罰の対象となる虚偽情報とは，情報

の受け手を編そうという伝達者の意志が存在す

るものに限られる (CNCC[1996](a) p.56)。例え

ば，経営者による決算操作によって利益を過大

に表示した計算書類は，経営内容を実際よりも

良く見せることで株主の判断を誤らせることを

意図したものであると推定される。そこには株

主を踊そうという経営者の意志が明かに反映さ

れていると考えられ，当該計算書類によって提

供される情報は虚偽情報に該当するものとみな

される。このとき，会計監査役が監査報告書に

よって当該計算書類に対して無限定意見を表明

すれば，虚偽情報の追認という違法行為の具体

的要件が存在することになると考えられるので

ある。

情報伝達者の意志が虚偽情報の成立要件であ

るとすれば，解釈や評価の誤りによって意図せ

ずに提供された事実に反する情報は刑事罰の対

象となる虚偽情報とはならなず，民事上の損害

賠償訴訟の原因となる誤謬に過ぎないというこ

とになる (Jbidρ.57)。利用者を踊そうという

意志の存在が，会計監査役による虚偽情報の提

供または追認という違法行為の認定に当たって

重要な意味をもつことがわかる。

@精神的要件

虚偽情報の提供または追認という違法行為が

成立するためには，会計監査役が事情をよく心

得た上で当該行為を行っていなければならな

い。したがって，刑事責任の追及に当たっては，

会計監査役が情報の虚偽性を適切に知っていた

ことを示す証拠が必要である O 換言すれば，会

計監査役が事実 (verite)を認識した上で意図的

に事実に反する主張 (con廿ev剖te)を行ったと

いうことが立証されなければならないのである

(Jbid心 58)。
会計監査役が情報の虚偽性を認識していたと

いうことを立証するのは容易で、はない。責任追

及を受ける会計監査役としては，刑事責任を回

避するために事情を心得ていなかったとの主張

を行うに違いない。不適切な職務の実施に起因

する過失によって虚偽情報の提供または追認を

行ってしまった旨を主張し，刑事罰を回避する

ために敢えて民事上の賠償責任を引き受けよう

とするかもしれない。
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こうした異常な事態は，正当な注意を欠いて

実施された職務を虚偽の意志と同一視する判

例7)によって防止されている (DAUBOIN[1989]

p.455)。会計監査役は，経営者によって作成さ

れた虚偽情報が伝達され利用者が損害を被るこ

とのないように正当な注意を払って職務を遂行

しなければならない。したがって，例えば，正

当な注意を払って実施された監査によれば計算

書類に含まれる虚偽情報を発見できたはずであ

るとの推定がなされると，職務の怠慢は虚偽情

報の黙認を意図するものとみなされることにな

ろう。

刑事責任の追及に際しては，罪刑法定主義の

下で，法規定への厳格な対応が確かめられなけ

ればならないとされている。しかし，被告とな

った会計監査役の精神的な要素については，直

接これを観察して犯罪類型と対応させることは

困難である。したがって，会計監査役の行為に

基づいてその精神状態が推定されることになる

と考えられる。このとき，会計監査役が職業専

門家としての正当な注意を払って，具体的には

職業基準たる監査基準にしたがって誠実に職務

を遂行したか否かが虚偽情報の提供または追認

という違法行為の認定において大きな意味をも

つことになろう。

ii)守秘義務違反

商事会社法は，会計監査役に対してその職務

に関連して知り得た事実，記録および情報につ

いて職業上の秘密保持を義務づけている(第233

条第3項)。この義務に違反すれば会計監査役

は刑事罰を課せられることになる。いわゆる守

秘義務違反が成立するためには，③漏洩された

情報が秘密に属するものであったかまたは依然

として秘密であること，~当該秘密がそれを知

り得ない者に対して漏洩されたこと，ならびに

7) 1979年7月12日パリ裁判所ならびに1983年6月29日
ヴ、エルサイユ大審裁判所判決による。

①漏洩が実際にそして意図的に行われたことの

立証，という三要件が要求される。

@情報の秘密性

会計監査役と被監査企業との聞の信頼関係に

よって知り得た情報，事実，記録等は，すべて

秘密に属する事項として扱われる。逆にいえ

ば，会計監査役に課せられる守秘義務は被監査

企業の計算書類および活動にかかわるものであ

り，漏洩された事実は会計監査役に与えられた

職務の実施に際して知り得たものに限られると

考える必要がある。また，秘密を守ることが義

務として会計監査役に課せられているのである

から，漏洩された情報がすでに知られていたか

どうかは問題ではない。あくまでも職務に際し

て知り得た秘密事項を漏洩したという行為自体

が刑事罰の対象となると考えなければならない

のである (CNCC[1996](a) pp.61-62)。

@秘密漏洩の対象人物

秘密情報の漏洩という違法行為は，会計監査

役が守秘義務を理由に情報の提供を拒否できる

者に対して行われた場合に成立する。逆に，秘

密情報を知ることができる者すべてがそれによ

って利益を受けた場合には，守秘義務違反とい

う会計監査役の違法行為は成立しない (Jbid.， 

p.62)。

@秘密漏洩の立証

守秘義務違反という違法行為は，秘密情報が

それを知り得ない者に対して自発的に漏洩され

たという事実だけによって即刻成立する。ただ

い秘密情報の漏洩に関する具体的な証拠の提

示ならびにその自発性の立証責任は，会計監査

役の刑事責任を追及する者(秘密漏洩によって

被害を受けた者，検察)に課せられている

(Jbid .，pp. 64 -65)。

なお，会計監査役は，違法行為の告発義務，

警告手続の実施ならびに訴訟における自己防衛

などの際に守秘義務を免除される。
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刑法典によれば，守秘義務違反に対する刑罰

は 1年以下の禁固および100，000フラン以下の

罰金とされている(第226-13条)。

③違法行為の告発義務違反

会計監査役は，商事会社法によって職務の過

程で発見した違法行為を共和国検事に告発する

という特殊な義務を課せられている(第233条

第2項)。この義務に違反して発見した違法行

為を告発しなかった場合には，虚偽情報の提供

または追認の場合と同じく 5年以下の禁固およ

び120，000フラン以下の罰金またはそのいずれ

か一方に処せられる(第457条)。

違法行為の告発義務違反は，欠格事由違反や

虚偽情報の提供・追認といった違法行為とは異

なり刑事犯罪に該当する行為を積極的に行った

というのではなく，法によって要求されている

行為を行わなかったことを理由として処罰の対

象とされるものである O したがって，会計監査

役の刑事責任を問うためには，具体的要件とし

て告発という行為が回避されたことの違法性が

立証されなければならない。すなわち，被監査

企業において告発の対象となる違法行為が実際

に行われていたことが確かめられ，その上で告

発が行われなかったことの証明がなされなけれ

lまならないのである。

i )具体的要件

違法行為の告発が行われるためには，まず文

字通り刑事犯罪となるような行為が被監査企業

内で行われたという事実が認められなければな

らない。その上で，会計監査役によってそれが

評価されなければならないのである。告発の対

象となる違法行為は，刑事犯罪に該当するもの

のうちでもとくに重要でかつ故意に行われたも

のに限られる。会計監査役は，発見した違法行

為がこうした要件を満たすものであるかどうか

を評価しなければならないのである。監査基準

およびCNCC[1994J (a)が重要性および故意性

の評価基準を指示しているが，この作業は必ず

しも容易ではないだろう。違法行為を発見した

にもかかわらず重要性または故意性の欠如を理

由に告発を行わなかった場合，会計監査役がそ

の正当性を主張する際の根拠となるのは監査基

準や職業組織による指針にしたがって行った評

価の結果だけである。ここでも，監査基準の存

在が会計監査役の責任の認定に当たって重要な

意味をもつことがわかる。

過去の判例を分析すると，告発の対象とされ

るいくつかの事実が明らかになる 8)。また，全

国協会によっても具体的な事項が指示されてい

る (Ibid.，pp.106-116)。会計監査役がこうした

被監査企業内における違法行為を発見しながら

それを告発しなかった場合には，当該会計監査

役は商事会社法の規定に違反して法律上の義務

を果たさなかったことになる。これによって上

記の刑罰を課せられることになるが，そのため

には行われるべき告発が実際には行われなかっ

たということが共和国検事によって立証されな

ければならない (CNCC[1996](a)p.75)。

会計監査役が違法行為を発見してからどれく

らいの期間に告発が行われなければならないか

について法による定めはない。しかし，判例に

よれば，告発は適切な時期 (tempsutile)に行

われなければならないとされている。もっと

も，いつ行うのが適切な時期といえるのかは，

対象となった違法行為の性格や会計監査役の職

務においてそれを発見することの困難(容易)

さに大きく依存するため，一概にいうことはで

きないであろう。実際，会計監査役は被監査企

業の活動を常時監視しているわけではないし，

監査手続自体試査によって行われるのであるか

ら，すべての違法行為を発見することは不可能

なのである。したがって，こうした制約を考慮

8)例えば，計算書類が作成されていないこと，貸借対

照表の不正確さ，現物出資の水増し，会計帳簿の不

備および経営報告書の非作成，会社財産の横領，不

正確な貸借対照表の作成にかかわる会計監査役の共

犯などがある(CNCC[1996](a)p.74)。
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した上で，告発が意図的に回避されたのかある

いはそもそも告発に至ることができなかったの

かが中食言すされることになろう。

このように考えると，告発義務違反という会

計監査役の違法行為が成立するためには，適時

になされなかった告発が意図的な義務回避であ

るのか否かの認定という問題が生じることにな

ろう。つまり，刑法の慣例として，会計監査役

に告発義務回避の意志があったかどうかが問わ

れなければならないのである。

ii )告発回避の意志

そもそも会計監査役が対象となる事実の存在

を認識していなければ告発が行われることはな

い。裁判所は試査を基本とする職務の性格を考

慮して「善意の推定J(presomption de bonne 
foi)を行ない，疑わしきは罰せずという会計監

査役にとって有利な判断を下す傾向があるとい

われる (Ibid.，p.77)。したがって，会計監査役

が告発を回避しようという意志をもっていたこ

とを立証するためには，まず適切な時期に告発

されなかった違法行為が会計監査役によって明

確に認識されていたことが証明されなければな

らない9)。その上で告発自体が意図的に回避さ

れたことが立証されなければならないのであ

る。

ある違法行為が行われたことを立証するのに

比べて，なすべき行為が法の定めに反して行わ

れなかったということを証明するのはかなりの

困難を伴なうものと思われる。会計監査役が告

9)会計監査役の側からは，職務の過程で告発すべき違
法行為を発見し得なかったと主張することで刑事責
任を免れることができると考えるかもしれない。そ

こで，会計監査役は，敢えて自らの監査職務が不十
分であった主張することで自らの善意を立証しよう
と試みる可能性がある。しかしながら，こうした矛
盾した主張は裁判所によって受け入れられない。会
計監査役の善意が認められるのは，職業専門家とし

ての正当な注意を十分に払って職務が遂行されたこ
とが前提となるからである。したがって，会計監査
役が善意を主張すれば正当な注意を払って職務が行

発を行わなかったことによって社会的に好まし

くない影響が及んだ、場合には，それに対する制

裁と社会的補償が十分になされない恐れがあ

る。

しかしながら，警察権的調査権限を与えられ

ているわけでもなく，被監査企業のすべての行

為を常時監視しているわけでもない会計監査役

にあらゆる違法行為を適時に発見・告発するよ

うに望むことが合理的なことといえるであろう

か。むしろ，職業専門家として正当な注意を払

いながら職責を果たしていく過程において，そ

の限界内で発見し得た違法行為を告発すること

こそが会計監査役の義務であると理解すべきで

あろう。監査の本質と構造に照らせば，裁判所

が検察側に困難な立証責任を課し会計監査役に

有利な「善意の推定」を行うことは理に適った

考え方であろう。

以上で見てきたように，会計監査役の刑事責

任については罪刑法定主義に基づいて厳格な事

実認定と条文解釈が前提とされている。その際

には，会計監査役の認識や意志といった精神に

かかわる要件の立証が求められる場合がある。

しかしながら，とくに過去における会計監査役

の精神状態を直接観察することは事実上不可能

である。したがって，会計監査役が職務遂行に

際してとった行動を通じてこれを推定するほか

ない。そして，その行動の適否を評価する際の

基準として，ここでもやはり監査基準の存在が

重要な意味をもつことになるのである。会計監

査役の職務に対して重要な社会的な意義が見出

されている以上，刑事責任という局面において

も社会的な合意手段としての監査基準が会計監

われたことを意味することになり，裁判所はこれに

基づいて会計監査役が職務の実施過程で問題とされ
ている違法行為を認識していなかったはずがないと
の推定を行い，故意による告発回避を認定すること
もありうるのである(DAUBOIN[1989]p.468)。この
ようにして，告発義務違反による刑事責任の追及を
かわすために職務怠慢を主張するという矛盾した状

況が予防されているのである。
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査役の行動を規制または正当化する重要な手段 た，懲戒責任の成立要件となる事項について

として位置づけられているのである。 も，法令や職業規則に対する具体的な違反行為

4.会計監査役の懲戒責任

会計監査役が専門職業の名誉や信頼を損なう

ような行為を行った場合，当該会計監査役が属

する地方協会の地方懲戒委員会によって懲戒処

分が検討されることになる O 懲戒責任は民事責

任や刑事責任とは異なり，法に基づく責任追及

ではなく会計監査役という職業専門家に求めら

れる倫理に照らして間われる責任である。「職

業倫理規則」が監査基準をはじめとする職業上

の様々な規則を遵守すべき旨を規定している。

こうした規則に反して職業倫理上問題があると

考えられる行為・行動を行った者に対して懲戒

処分が下されることになる。

本節では，懲戒責任の具体的な成立要件およ

び処分内容の検討を通じて，専門職業自身の手

による懲戒制度が会計監査役制度の有効性と信

頼性を確保するのにいかに貢献しているのかを

明かにする。

(1)懲戒責任の成立要件

会計監査役の懲戒責任の対象となる事項は広

範囲にわたる o 1969年大統領令によれば， r個
人または法人たる会計監査役が犯したすべての

法令および職業規則に対する違反，すべての重

大な過失ならびに誠実性または名誉に反するあ

らゆる事実は，たとえそれが専門職業の実施に

かかわるものでなくても懲戒処分の対象とされ

るべき規律違反となるJ(第88条)とされてい
る。

懲戒処分の対象となる事項が会計監査役とし

ての活動にかかわるものに限定されていないこ

とには注意を要するであろう。懲戒責任は職業

活動にかかわる倫理にとどまらず，より広く職

業専門家としての倫理に照らして間われるもの

であると考えなければならないのである。ま

に限らず重大な過失 (negligencegrave)や専門

職業の誠実性や名誉に反する事実といったやや

抽象的な事項が含まれていることに留意すべき

であろう。

以下，これらの事項について，民事および刑

事責任の検討と同様に会計監査役の資格にかか

わるものと職務に関するものとに分けて概観す

る。

①会計監査役の資格にかかわる懲戒責任

会計監査役は，職務遂行の前提として住所の

ある地域を管轄する地方協会の「名簿Jに登録
することを義務づけられている。住所変更によ

って所属すべき協会が変わった場合には，新た

に所属する協会の登録委員会に対して登録請求

を行う必要がある。これを行うことなく会計監

査役の職務を行った者は， 1969年大統領令の規

定に対する違反を理由として懲戒処分を受ける

ことになる (CNCC[1996](b)p.17)。

監査の有効性を左右する重要な事項として会

計監査役の独立性の問題がある。商事会社法が

規定する欠格事由ならびに禁止事項を守ること

はもちろん，監査基準および職業倫理規則の独

立性に関する規定をも遵守しなければならな

い。これらの規定に違反すれば，刑事責任とは

別に懲戒責任を問われ職業組織によって処分さ

れることになる。

②会計監査役の職務遂行に起因する懲戒責任

会計監査役が監査を実施するに際しては，監

査基準をはじめとする職業規則の遵守を義務づ

けられている(職業倫理規則第 l条第2項)。

監査基準は会計監査役の監査の品質水準につい

て社会的な合意を形成し，これに基づいて職業

専門家の職務を指導および規制するものであ

る。監査基準にしたがわないで実施された監査

は，その品質について公式な保証を与えられて

いないことになる。こうした監査の実施は利用



2000.6 フランスの会計監査役の責任 蟹江 65 (65) 

者に監査の失敗にかかわるリスクを転嫁するこ

とにつながり，会計監査役制度に対する信頼を

著しく失墜させるものとなろう。したがって，

職業規則の道守を怠った会計監査役に対して

は，職業倫理の観点から厳しい処分が下されな

ければならないのである。

被監査企業の経営者を過信して不十分な調査

に基づいて監査意見を形成したり，重要な会計

上の操作を発見しながらそれを指摘することな

く監査意見の表明を行うなどは明らかに職務怠

慢であり，懲戒処分の対象となり得る重大な過

失を犯しているといわなければならない (Jbid.，

pp.18-19)。
会計監査役という専門職業の名誉と誠実性を

傷つけるような事項が職務の遂行に関連して発

生することがある。民事責任は損害賠償によっ

て加害者に対して被害者の損害を償わせるもの

であり，刑事責任は犯罪によって生じた損害の

社会的な補償と犯罪の抑止を目的とする。これ

に対して懲戒責任は，職業専門家がもつべき倫

理観を欠いた行為や行動を抑止しあるいはこれ

に制裁を加えることによって，専門職業の名誉

と社会的信頼を維持しようとするものである。

この意味において，専門職業の名誉や信頼を損

なう行為や行動は最も厳しく処罰されなければ

ならない。こうした観点から懲戒処分の対象と

なる行為・行動は，多くの場合刑事責任の対象に

もなるということには注意が必要である (Jbid.，

p.19)ヘ
例えば，清算企業の資産を横領するために虚

偽の書類を作成したり，実際には監査を行わな

かったにもかかわらず監査報酬を要求したとい

う事例がある。これらの行為が会計監査役とい

10)刑事責任と懲戒責任はそれぞ、れ異なった目的をもっ

ている。しかし，同ーの事例が刑事および懲戒の両

責任を同時に問われる性格をもつことがしばしばあ

る。このような場合でも，両責任は相互に独立して

検討されるという原則が確立されている。この原則

によれば，①同ーの違反事例が刑事および懲戒訴追

う職業専門家全体の名誉と信頼を著しく損なう

ものであることは明らかである。こうした行為

によって失われた信頼を回復するためには多大

な労力を費やさなければならないであろう。こ

うした事態を未然に防止すること，そして不幸

にして発生してしまった事例については厳正な

る処罰をすることによって，会計監査役の名誉

と信頼を確保するのが懲戒制度の役割なのであ

る。

(2)懲戒処分

懲戒処分には，①戒告 (avertissement)，② 

詰責 (reprimande)，③5年以内の職務停止

(suspension)および④「名簿」からの登録抹消

(radiation de la liste)の四つがあることは先

にも述べた。これらのうち前二者は精神的な処

分であり，後二者は権利の剥奪 (privation de 

droit)という意味をもっ (Jbid心 21)。

戒告および詰責は，主に職務の実施に際して

職業規則を遵守しなかったという事例における

処分である。これに対して職務停止はより重大

なものであり，専門職業の名誉および誠実性を

著しく傷つける行為を罰するものである。さら

に，刑事上の処罰を受けるような際だ、って非難

されるべき行為を犯した会計監査役に対して

は， I名簿」からの登録抹消という極めて重い

処分が下される (MONEGERet GRANIER，op. 

cit.，p.202)。職務の停止は一時的に職務の実施

を禁じるものであり，会計監査役としての資格

を剥奪するものではない。これに対して登録抹

消はすなわち会計監査役としての資格を失うこ

とに他ならず，改めて「名簿」への登録手続を

経なければ再び会計監査役として職務に従事す

の根拠となることがある，②刑事裁判において無罪

判決が下されても懲戒責任が消滅しないことがあり

得る，そして③原則として刑事訴追が開始されても

懲戒機関が裁定を延期する義務はないとされる

(CNCC[1996] (b)p.5)。
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ることはできないのであるω。

戒告は最も軽い処分であり，確かに懲戒処分

に該当はするがそれほど重大とは考えられない

事実，例えば交誼に反する行動，不十分な監査

あるいは細心の注意を欠いた行動などに対して

下される。また，讃責は戒告より幾分重いもの

と理解できるが違いはそれほど明確ではなく，

両者を峻別するのは困難である。例えば，法令

等で禁じられている顧客の勧誘行為 (demar-

chage)や会計監査役会社の経営機関に関連し

た違法行為などに対して課せられる (CNCC

[1996] (b) p.23)。

職務停止は，会計監査役から一定期間監査職

務を行う可能性を奪うものであるから重大な処

分である。職務停止の対象となる事項はただ単

に重要であるというだけではなく，一定期間に

わたって継続的に行われていたものである。例

えば，商事活動を行っており，かっこの欠格事

由に該当する状況を解消しようとしない会計監

査役は職務停止処分を受けることになる。ま

た，地方懲戒委員会によって登録抹消の処分を

下された者が全国懲戒委員会に控訴した際に

処分が軽減されて職務停止の処分を受けること

がある (Ibid.ふ24)。

登録抹消は会計監査役としての職業活動を完

全に禁止するものであり，言うまでもなく懲戒

処分の中で最も厳しいものである。過去の懲戒

処分の例を検討すると，重大な過失および継続

的に行われた非難すべき行動を罰するためにこ

の処分が下されていることがわかる (Ibid.， 

p.24)。

CNCC[1994] (b)において公表された懲戒処分

の決定例によれば，企業から受託した会計監査

役の職務についての申告を怠り，当該企業の経

営者に新しい連絡先 (coordonee)の通知を怠

11)再登録の申請は，登録抹消の最終的な決定の日から
3年を経過した後でなければ行うことができないと

されている (1969年大統領令第117条)。

り，住所変更にともなって必要となる「名簿J
登録の変更手続に関連して虚偽の通知を行い，

説明を求める地方協会会長の呼ぴ出しに応じ

ず，その後消息が不明となった会計監査役に対

して「名簿Jからの登録抹消の懲戒処分が下さ
れたという事例がある。複数の規則違反や職業

専門家としての誠実性を欠く行為が累積してお

り，これを理由に厳しい処分が下されているこ

とが理解できるであろう。

また，多くの登録抹消処分事例に見られる一

つの特徴は，過失の再犯および複数性が決定的

要件となっていることである。例えば，会計監

査役協会からの指導を繰り返し拒絶したという

事例や，繰り返し行われた重大な不当行為が登

録抹消という重い処分につながっている。要す

るに，登録抹消という処分は日常的に行われる

重大な過失行為に対する専門職業の厳正なる態

度を示すものであり，会計監査役制度の有効性

と信頼性の維持を目的とするものとして理解さ

れるのである (CNCC[1996](b)p.25)。

5.むすび

会計監査役は， r名簿」登録制度を通じて監
査主体としての独占的地位を与えられている。

この地位は，民事上および刑事上の法的責任，

そして職業上の懲戒責任を引き受けることによ

って維持されているものである。したがって，

法令あるいは職業倫理に反する行為が認められ

れば，会計監査役は厳しい責任追及を受けるこ

とになる。

会計監査役が法的および倫理的責任を問われ

るのは，監査主体としての資格に関連して違反

を犯す場合および職務遂行の過程で法令等に違

反する行為があった場合である。

会計監査役の資格にかかわる責任問題は，職

務の有効性と信頼性を確保するために，資格要

件の充足を公式に認められていない者による職

務から生じた損害の賠償あるいはそうした事実

による会計監査役の独占的地位の侵害に対する
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処罰が問題とされる。また，会計監査役として ることで，会計監査役監査制度を社会的制度と

継続的に職務に従事するために必要な手続を怠 Lて成り立たせているといえるのである。監査

れば，職業倫理という観点から処罰の対象とな 基準は，会計監査役が職業専門家として払うべ

る場合もある。さらには，会計監査役の独立性

にかかわる問題についても，法令あるいは職業

基準違反に対しては厳しい処罰が行われること

になろう。

会計監査役の資格要件は監査制度の根幹にか

かわる問題であり，その厳正な運営が行われな

ければ監査制度に対する社会的信頼を維持する

ことが困難になり，監査結果の受け入れに悪い

影響を与えることになる。それゆえに，会計監

査役の資格および独立性という要件が，法的お

よび職業的制裁をともなう責任追及システムに

よって担保されることが不可欠であると思われ

る。この点に関して，会計監査役監査制度にお

いては十分な責任追及システムが整備されてい

るとともに，豊富な判例を背景に職業組織によ

る会計監査役に対する教育・啓蒙活動も充実し

ているように見受けられる。

一方，監査をはじめとする会計監査役の職務

に起因する法的あるいは職業的責任の問題に関

しては，とくに具体的な手続の指針である監査

基準の存在が重要な意味をもつことがわかる。

会計監査役の職務は商事会社法をはじめとする

法令によって定められた法定職務である。しか

し，その具体的な手続については法令ではなく

監査基準ならびに職業組織の勧告や意見等によ

って明らかにされている。したがって，会計監

査役はこうした職業基準等にしたがってその職

務を遂行する必要がある。

民事上の責任は，主として手段債務に基づい

て責任追及がなされる。すなわち，会計監査役

が必要なあらゆる手続を誠実に実施したか否か

が責任の有無を決定づけるのである。それを判

定する際の基準となるのが監査基準に他ならな

い。監査基準は会計監査役の役割や責任の範囲

を明確にし，それを果たすために具体的にどの

ような手続が行われるべきかを規定する。そし

てこれに基づいて監査関係者聞の合意を形成す

き最低限の注意の水準を示しているといえるの

である。

監査基準に準拠しない職務の実施は職業上の

注意義務を満たしていないことになり，職業上

の過失の構成要因と認定されることになろう。

また，とくに刑事上悪意あるいは義務回避の意

志を推定する際にも，監査基準への準拠性が問

題とされるように思われる。監査基準に準拠し

ないということが悪意あるいは法定義務の回避

の意志を表象するものと解釈され，これに基づ

いて違法行為の存在が認定されるのである。

このように，会計監査役の責任問題に関して

は，職業基準としての監査基準の存在が重要な

意味をもっているとの理解が可能である。この

ことは，会計監査役の責任が職業専門家の主体

的な対応を強く求めるものであることを示唆し

ているといえよう。職業専門家自身が自らの手

で設定した監査基準が監査制度の成立基盤であ

るとともに自らの責任問題を解決する最良の手

段であることが，監査基準の充実度に反映され

るように思われる。そして，職業組織による厳

正なる懲戒処分が監査基準の規範性を強く支

え，監査の有効性ならびに会計監査役の名誉と

信頼の確保に大きく貢献していることがわかる

のである。

[付記]本稿は，平成10・11年度文部省科学研究費補助

金(奨励研究(A)10730062)による研究成果の一部である。
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